
職手当
期末手当区　　　分 職 員 数 その他の 共 済 費 合　 計 備　考

報　 酬 給 　料 年間支給率 地域手当 寒冷地手当 計 負 担 金（人） 手    当( 月分)

長　等

議　員

本年度
その他の

13 119 119 119
特 別 職

計 13 119 119 119

長　等

議　員

前年度
その他の

13 40 40 40
特 別 職

計 13 40 40 40

長　等

議　員

比　較
その他の

0 79 79 79
特 別 職

計 0 79 79 79

下水
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附表１

給　　与　　費　　明　　細　　書
１　特　別　職 （単位：千円）

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費
退



職 手 当
区　　　分 職　員　数 共　済　費 合　　　 計 備　　　　　　　　考

負 担 金(人) 報 　　　酬 給 　　　料 職 員 手 当 計

本　年　度 12 51,054 35,649 86,703 13,804 10,467 110,974

前　年　度 13 54,195 36,272 90,467 14,064 10,569 115,100

比　　　較 △1 △3,141 △623 △3,764 △260 △102 △4,126

区 分 扶 養 手 当 管 理 職 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 時間外勤務手当 特殊勤務手当

本 年 度 2,952 480 4,904 264 2,739

前 年 度 2,790 504 4,600 324 2,966

比 較 162 △24 304 △60 △227職 員 手 当

の 内 訳 区 分 通 勤 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒 冷 地 手 当 夜間勤務手当 災害派遣手当

本 年 度 1,110 15,228 7,972

前 年 度 1,216 15,854 8,018

比 較 △106 △626 △46

－252－

２　一　般　職

(1)　総 括 （単位：千円）

給　　　　　 　与　 　　　　　費 退



 （２） 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

(千円) (千円)

△3,141  給与改定に伴う 0  給与改定の状況

 増減分 給料の改定率 0.03％

給与改定日

 昇給に伴う増加分 378 (昇給期) (職員数)

昇給期別職員数 4月 12人

 その他の増減分 △3,519  採用に伴う増 0 千円  職員数の異動状況

 退職に伴う減 0 千円

 人事異動等 △3,519 千円 本年度 12人

前年度 13人

増減 △1人

△623  制度改正に伴う 1,254  扶養手当 84 千円  制度改正の内容

 増減分  地域手当 514 千円 扶養手当

 期末手当 280 千円    子等の支給月額 6,000円 → 6,500円

 勤勉手当 376 千円 地域手当率 8％ → 9％

勤勉手当

　 管理職以外　1.45月分 → 1.5月分

 　管理職　　　　1.85月分 → 1.9月分

(期末・勤勉手当の年間支給割合 4.45月分 → 4.5月分)　

 その他の増減分 △1,877  採用に伴う増 0 千円

 退職に伴う減 0 千円

 人事異動等 △1,877 千円

説 明 備 考

平成19年4月1日

職 員 手 当

給 料

増 減 事 由 別 内 訳
区 分
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 （３） 給料及び職員手当の状況

    ア　職員１人当たり給与

平成20年 平均給料月額 (円) 359,308

1 月 1日 平均給与月額 (円) 446,957

現  　在 平　均　年　齢 (歳) 48.04

平成19年 平均給料月額 (円) 347,400

1 月 1日 平均給与月額 (円) 411,604

現  　在 平　均　年　齢 (歳) 45.11

    イ　初任給

国 の 制 度

一 般 行 政 職

(円) (円)

144,500 140,100

178,800 172,200

一 般 行 政 職

大 学 卒

一般行政職

区 分

高 校 卒

平成20年1月1日現在

区 分



    ウ　級別職員数

職員数 構成比

(人) (％)

1級   

2級

3級 6 46.2

平成20年 4級 6 46.2

1 月 1日 5級

現    在 6級

7級 1 7.6

8級

計 13 100.0

1級  

2級

3級 8 61.5

平成19年 4級 4 30.8

1 月 1日 5級

現    在 6級

7級 1 7.7

8級

計 13 100.0

（級別の標準的な職務内容）

一 般 行 政 職

区　    分
級

区　　　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

一般行政職 主事補・技師補 主 事・技 師 主　　任 主　　査 主　　幹 課長・主席主幹 次 長・参 事 部 長・理 事
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    エ　昇給

代表的な職種

一般行政職

 職　員　数　（Ａ） (人) 12 12

 昇給に係る職員数（Ｂ） (人) 12 12

(人) 3 3

(人) 9 9

(人)

(人)

 比　　　率　（Ｂ）／（Ａ） (％) 100 100

 職　員　数　（Ａ） (人) 13 13

 昇給に係る職員数（Ｂ） (人)

(人)

(人)

(人)

(人)

 比　　　率　（Ｂ）／（Ａ） (％)

区 分

号給数別内訳

合 計

本

年

度

前

年

度

２号給

４号給

６号給

８号給

２号給

４号給

６号給

８号給

号給数別内訳



    オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計 職制上の段階、職務の

６月(月分) １２月(月分) (月分) 級等による加算措置

2.150 2.350 4.50 有

2.125 2.325 4.45 有

2.150 2.350 4.50 有

    カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ  の  他  の

(月分) (月分) (月分) (月分) 加 算 措 置 等

定年前早期退職 埼玉県市町村総合事務

30.55 41.34 59.28 59.28 　　特例措置 組合退職手当支給条例

 (2%～20%加算)　 による

定年前早期退職

特例措置

備 考

支給 率等

区 分 備 考

区 分

本 年 度

前 年 度

支 給 期 別 支 給 率

国の 制度

国の制度
(支給率等)

30.55 59.2859.2841.34
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    キ　地域手当

全地域

（％） 9

（人） 12

（％）

    ク　その他の手当

国の制度との異同

同

同

同

住 居 手 当

支 給 対 象 地 域

扶 養 手 当

区 分

通 勤 手 当

12
基 づ く 支 給 率

支 給 率

支給対象職員数

国の指定基準に

差　異　の　内　容



附表２

金 額 期 間 国県支出金 地 方 債

平成

志木市水洗便所改造資金融資 20年度

あっせん制度による金融機関 ～

に 対 し て 行 う 損 失 補 償 完済の

日まで

平成２０年度 平成

志木中継ポンプ場設備機器等 20年度

更新事業及び維持管理業務委託 - ～ 543,850 649,980

平成

26年度

附表３

416,1701,610,000 - 1,610,000

 年度

19年度

限度額に同じ

そ の 他
一 般 財 源

特 定 財 源

352,816682,798

限度額に同じ

当 該 年 度 中
利子支払見込額

当 該 年 度 末
現在高見込額

（単位：千円）

9,398,978下 水 道 事 業 債 10,537,578

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

区 分

事　　　　　項

当 該 年 度 中 増 減 見 込前前年度末

現　在　高

前 年 度 末

現在高見込額

左 の 財 源 内 訳

平成

（単位：千円）

9,986,176

限　度　額

期 間

前 年 度 末 ま で の

支 出 （ 見 込 ） 額

借入れの

～

志木市と金融機関

95,600

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

で協議のうえ貸付

を行った貸付金及

金 額

当 該 年 度 以 降 の

支 出 予 定 額

びこれに伴う利子

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

-259-




